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Abstract 
ln the post -cold war age， particularly after the Gulf War， many regional conflicts have 
occurred throughout the world. The threats different from those during the cold war are grow-
ing. Under these circumstances， the theory of 'international contribution' is dominant and it 
claims that .the maintenance and recovery of 'international peace and security' should be prior 
to domestic peace and security 
Concerning the amendment of the constitution of J apan， there has been a theory that claims 
the acknowledgment of the existence of the Self -Defense Forces and the Security Treaty be 
tween Japan and the U. S. inview of the national defense. But with the change of the historical 
framework in international politics， another trend begins to raise its head ; itaims at release 
from the ban against sending troops overseas by the Self -Defense Forces in view of白lllterna-
tional peace and security' and ‘international contribution¥ 
This paper takes up the two theories and examines them critically. Both theories， one by 
'Nationalists' and the other by ‘lnternationalists'， are based not on the ‘Pacifism' of the Con-
stitution but on the domestic and international‘Security'. They give the theoretical bases to 




























































































































































































































































































































































































































































































(the peace -loving peoples) J (憲法前文)にとりパイタルではあるまいか。
(脚註)








と集団安全保障 国際公共価値志向の憲法を目指してー(一) (二・完)J 国際法外交
雑誌第四巻 1号， 1頁以下， I司2号， 44頁以下 (1993年)。以下同論文からの引用箇所
の頁数は特記のない限りいちいち挙げないことを予め断っておく。なお、樋口陽_r ~改



















































































































うO なお、横田力「最近の改憲構想、と平和主義J : i去の科学22号.111頁以下 (1994年)
も参考になる O
29)樋口前掲論文 rr改革』派的・ 「国際』派的改憲論と戦後憲法学J. 14賞、及ぴ樋口編:
講座憲法学(第2巻)主権と国際社会、 126頁以下(樋口執筆分) (日本評論社.1994年)
は、古典的正戦の現代における「復活」といういい方をする。また、樋口前掲書:もう
いちど憲法を読む.161頁以下。
30)軍事的公共性論はこれまで専ら、日米安保条約に恭づく在日米軍基地の公害訴訟などの
諸判決において、市民的権利に優越する自国防衛上の軍事的公共性として論じられてき
たO 例えば、厚木基地公害訴訟控訴審判決(東京高判昭61年4月4日判時1192号1頁以
下)によると、「わが国の防衛の問題は、国家としての存立と安全にかかわると同時に
世界におけるわが国の在り方とも密接に関連し極めて高度な公共性を帝ぴる事項であ
るJ(傍点筆者)という O 本稿の問題関心からいうと、ここですでに、軍事的公共性が「わ
が国の防衛」とともに「世界」という国際性との関連において語られている点が注目さ
れよう。なお、原野麹 rr軍事的公共'ttn論の検討:法律時報63巻1号.84頁以下 (1991
年)。
31)樋口陽一・井上ひさし対談「日本国憲法は生きている世界1995年6月号.53頁によ
ると、世代的な体験にばかりよりかかっていたのでは次の世代に継承することができな
い、「体験を経験にまで高めではじめて継承されるのだJ (樋口発言)という。この点に
関し、拙稿「転換期にある平和教育J (北海道合同教育研究推進委員会編:北海道の教
育1994年版.389頁以下所収)のなかで、直接の戦争体験のない「戦争を知らない若者
33 
長 利ー
たち」の世代に戦争責任を問う場合、「過去のもつ意味を現在に関連づけて…過去の戦
争責任をこれまでの戦後政府がなおざりにしてきたことに対し、これを現在のわれわれ
の戦争責任としてあらためて問う作業が是非とも不可欠」だとした上で、その際「現在
に至るまでそういう無責任な政府を選挙で選んできたのだという、主権者としての r戦
後責任』を若い世代も分有することを」認識せしめる必要があり、そうした「戦争責任
問題への国民の側からの主体的なアブローチが、これまで大学の憲法教育の現場で系統
的な授業計画として配慮されたことすらあるのかどうか大いに疑問のあるところであ
る」と指摘したことがある。
32)尤も、「国益派」にとり軍事力が「公共財的」にばかりでなく「市場財的」にも使用さ
れる事態が想定されている(戦略研前掲書228頁)ところから見て、軍事的公共性への
信念を共有するかは疑問なしとしない。しかし、前掲註30)厚木基地公害訴訟控訴審判
決にも見られる通り、「わが国の防衛」それ自体に公共性を承認する見地からは、これ
をさらに一歩進めて、国連による「公的権威」の援用ではなく国連憲章51条の援用によ
り集団的自衛権の公共的価値乃至「社会機能J (筒井若水前掲香前掲註 6)参照)を
認め得る余地もあろう。ただ、この場合、同じく軍事的公共性といっても、普遍的組織
としての国連の介入の有無により、その内容が異なる点に注意を要する。
3) I多国籍軍」の法的'性格につき国際法学者の見解は複雑に分岐しており、これまでのと
ころ国際法学上の定説はないようである。最上繁樹「湾岸戦争と国際法J 法学セミナー
1991年3月号、 14頁以下、田中忠「国連の平和維持活動と日本の参加・協力J 法学セ
ミナー 1991年1月号37頁、香西茂「イラクに対する軍事行動の限界はどこまでかJ 法
学セミナー1990年1月号.28頁以下、松井芳郎:湾岸戦争と国際連合.69頁以下(日本
評論社.1993年)他多数。なお、大沼前掲論文(二・完)59頁は、湾岸戦争における「多
国籍軍の行動を「半公共的(自衛と公的制裁の複合的)行為」と解しているようである。
34)この点につき、拙稿「平和主義と『国際貢献(論)J の現在J 上田勝美還暦記念・日
本社会と憲法の現在.15頁以下，とりわけ16頁以下(晃洋書房.1995年)で，湾岸戦争
をはじめとする地域紛争における「多国籍軍方式」の下で、集団的自衛権と集団安全保
障との「ボーダーレスイヒ」現象が生ずることにより、前者が国連安保理の権威を介して
恰も後者の如き「公共的価値」の外見をまとうようになることを指摘した。
(1995年6月9日脱稿)
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